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おわりに
は じ め に
ライフサイクル・コスティングが最初の書名となった１９６５年の報告書によ
れば，「軍事用の装備品のライフサイクルコストとは，人的資源の使用を引き
出す政府の考えについての検討に始まり，装備品のあらゆる部分が軍事用のロ
ジスティクス・システムから取り除かれる間に，政府の発生するコスト総額で
ある。１）」これからライフサイクル・コスティングは進化を続け，現在のライフ
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サイクル・コスティングの体系は，図１のように提示できる。２）この図の第２階
層には，二つのライフサイクル・コスティングがある。一つは，わが国のライ
フサイクル・コスティング研究の系譜の一つであるテロテクノロジーを起点と
するライフサイクル・コスティングである。この分野における研究課題として
は，以下が指摘されている。３）
 利用できる包括的なモデルが存在しない。
 環境へのインパクトを評価する場合には，その評価方法あるいは計算方
法について，一般的な合意が存在していない。
 計算のための多くの仮定を必要とする。
 多くの評価数値を計算するために，大きな不確実性が存在する。
図の第二階層の左側に位置するアメリカ国防総省調達・取得制度のライフサ
イクル・コスティングは，『ライフサイクル・コスト調達・取得制度』の名称
であり，『ライフサイクル・コスティングとは，調達物品などの契約におい
て，取得価格および所有により発生する運用コストと保全コストなどを考慮し
図１ ライフサイクル・コスティングの体系
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て調達する，あるいは，取得する方法である。』このライフサイクル・コスティ
ングは，制度として機能するライフサイクル・コスティングである。この型の
ライフサイクル・コスティングは，わが国においては実践されていない。
アメリカ国防総省は，１９７１年７月の国防省通達５０００．１によって，主要な国
防システムの調達においてこの型のライフサイクル・コスティングが遂行され
ることを要求した。この頃からアメリカでは，「原価計算基準審議会（Cost
Accounting Standards Board : CASB）の活動も活発になる。４）本稿では，国防総
省と防衛産業との間で実践される，取得制度としてのライフサイクル・コス
ティングの特質を考察する。
第１章 国防総省におけるライフサイクル・コスティングの展開
ライフサイクル・コスティング研究の起源は，１９３０年代のアメリカ会計検
査院のトータル・コストによる調達政策にある。ライフ・サイクルコスト概念
は，１９５０年代においては兵器システムコスト（Weapon System Cost）としてオ
ペレーションズ・リサーチ研究にも導入されていた。６０年代に公表されたア
メリカ・ロジスティクス・マネジメント協会の４冊の報告書が，調達方法とし
てのライフサイクル・コスティングの理論的基礎を形成した。そしてアメリカ
国防総省の調達政策が本格的な研究の起点となり，「ライフサイクル・コス
ティングは，ハードウェアおよび関連支援物に関する契約の裁定において，取
得価格だけでなく，所有によって発生するオペレーティング・コスト，保全コ
ストおよび他のコストなどを考慮に入れて取得する，あるいは調達する方法」
となった。５）
アメリカ国防総省のライフサイクル・コスティングの意義は，１９７０年代初
期に，『LCC－１：ライフサイクル・コスティングに基づく調達指針（中間報
告）：１９７０年７月』において次のように示されている。６）
『ライフサイクル・コスティング（LCC）』の定義
LCCとは，ハードウェアおよび関連支援物の契約の裁定において，取得価
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格だけではなく，所有によって発生する運用コスト，保全コストおよび他のコ
ストなどを考慮して取得するための，あるいは，調達するための方法である。
この方法の目的は，調達するハードウェアが，その耐用年数中に，政府にとっ
て最小の所有コスト総額の発生を保証することにある。
次に，完全な国防システムの取得について，ライフサイクル・コスティング
を適用するためのガイドラインを提示する『LCC－３：システム取得のためのラ
イフサイクル・コスティング・ガイド書（中間報告）：１９７３年１月』において
は，次のようである。
『ライフサイクル・コスト』の定義
システムのライフサイクル・コストとは，システムの全生涯にわたり，政府
が当該システムを取得し，所有するためのコスト総額である。ライフサイク
ル・コストは，開発コスト，取得コスト，運用コスト，支援コスト，そして適
用できる場合には，廃棄コストを含んでいる。
契約締結，調達先の選択，そしてデザイン代替案間での選択という目的のた
めにライフサイクル・コストを見積る場合のライフサイクル・コストとは，一
般的に『関連コスト』のみを検討するために利用される。
このように，７０年代には，国防総省のライフサイクル・コスティングの利
用が支持され，多くの契約企業もこの分野の専門技術を開発したにもかかわら
ず，以下の点を理由として，この原価計算システムへの抵抗があった。７）
 議会は，調達資金と運用・保全資金の適切性の判断を別々にするので，こ
れら資金の管理責任が分離されてしまった。
 運用と支援段階の経済性の達成を目的にするとはいえ，研究・開発・製造
段階への多額の初期投資への反対があった。
 ６０年代の「一括調達方式（Total Package Procurement）」は，開発サイクル
の早い段階において開発と製造のトータル・コストの契約を結ぶが，後段階
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には明確な関心を示さないために原価を大幅に超過させた。この方式の失敗
の重荷を背負ったライフサイクル・コスティングの採用は，ゆっくりとした
ものになった。
 契約企業のデータを得ることが非常に困難なので，データの正確性と信頼
性およびライフサイクル・コスティング方法論についての疑念が存在した。
 契約企業は，見積りの保証を嫌がる傾向にあった。
このような批判が存在したものの，その基本形態は，１９７０年代末において
完成された。このライフサイクル・コスティングは，原価計算システムとして
構築され，政府の調達戦略を支援するコスト・マネジメント思考として展開
し，その特質は，顧客である政府が，各時代において国家に要請される調達戦
略に従って，「調達予算額（政府にとっての原価＝トータル・コスト＝ライフ
サイクル・コスト）」に基づいて，契約企業をマネジメントする点にある。こ
のライフサイクル・コスティングは，政府の作成するガイドブックとマニュア
ルを基礎にして実践される政府と契約企業間ライフサイクル・コスティングで
あるという特質を有している。
８０年代に入ると，ライフサイクル・コスト・マネジメントに関する行政機
関と産業界の研究によって，ライフサイクル・コスティング研究の拡大がなさ
れた。顧客としての国防総省は，契約に必要な技法とライフサイクル・コス
ト・マネジメント概念を開発した。それらは低いライフサイクル・コストを達
成するためのライフサイクルコストマネジメントにおいて体系的に利用され
る。その体系は，システムのトータル・ライフサイクル・コストに直接影響を
及ぼす活動と意思決定マイルストーンにとって鍵となる段階別の取得プロセス
から構成されている。８）
そして取得制度としてのライフサイクル・コスティングの開始となった
２００３年の国防総省指針５０００．２は，国防取得制度（Defense Acquisition System）
における取得プログラムの取得予算規準を以下のように分類する。９）
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カテゴリープログラム：主要国防取得プログラムであり，研究・開発・テス
トおよび評価の支出総額が２０００財政年度基準で，３６５ミリオンを超過するか，
調達金額が２．１９０ビリオンを超過するプログラム。
カテゴリーAプログラム：主要自動情報システムのプログラム。２０００財政
年度基準で，一年間に３２ミリオンを超過するプログラムか，ライフサイクル・
コスト総額が，３７８ミリオンを超過するプログラム。
カテゴリープログラム：研究・開発・テストおよび評価の支出総額が２０００
財政年度基準で，１４０ミリオンを超過するか，調達金額が６６０ミリオンを超過
するプログラム。
カテゴリープログラム：カテゴリー，A，の規準を満足しない取得プ
ログラム。
これらのプログラム予算額は，『５０００モデル』と呼ばれるライフサイクル・
コスト取得プログラム・モデルに組み込まれる。このモデルのプロセスは，
利用者のニーズおよび技術機会 概念の洗練 技術開発 システム開発
および実証，製造および配備 	運用および支援である。このプロセスのマ
イルストーンごとにプログラム・マネジャーの意思決定が進行し，研究・開発
コスト，投資コスト，運用および支援コスト，処分コストなどのプログラム・
ライフサイクル・コスト予算額が見積られる。この予算額は，マイルストーン
別予算額，すなわち，「期間別の予算額」という性格のものである。マテリア
ル・システム別の見積りライフサイクル・コストが，この『５０００モデル』に
おいて『プログラム別のライフサイクル・コスト予算額』および『期間別のラ
イフサイクル・コスト予算額』として累計されることになるのである。１０）
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第２章 国防総省ライフサイクル・コスティングの基礎諸概念
制度としてのライフサイクル・コスティングの基礎をなす諸概念の中の重要
な概念として，以下が認識できる。
第１節 法的基盤
ライフサイクル・コスティングの法的基盤は以下である。
１ Code of Federal Regurations
この法典の PART２０６と２０７に国防総省の取得プランにライフサイクル・コ
ストを考慮することが規定され，PART４３６にエネルギー省のライフサイク
ル・コスト分析の方法と手続きが規定されている。
２ アメリカ連邦政府調達規則（Federal Acquisition Regulation２００１年版）
この規則の Subpart７．１において「ライフサイクル・コストとは，獲得する
アイテムを取得し，運用し，支援し，そして（もしも適切ならば）処分するこ
とによって発生する政府にとってのトータルコストである」と定義され，取得
目的の達成を促進するために「ライフサイクル・コストがどのように考慮され
るのかを議論せよ。それが使用されないのならば，理由を説明せよ。適切なら
ば，ライフサイクル・コスト見積りを開発するために使用されるコスト・モデ
ルを議論せよ。」と規定されている。
その他に国防総省調達規則補足（Defense Federal Acquisition Regulation
Supplement，１９９８年版）と国防契約監査庁規則（Defense Contract Audit Agency
マニュアル，２００４年版）などがライフサイクル・コスティングに関係する。
そして Office of Management and Budgetの発行する Circular A－９４ Guidelines
and Discount Rates for Benefit-Cost Analysis of Federal Programs（２００２年１１月）
では，割引率について規定されている。
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第２節 ライフサイクル・コスト概念
すでに指摘したように，取得制度においてライフサイクル・コスト分析の対
象になる「システムのライフサイクル・コスト（LCC）は，政府が当該システ
ムを取得し，所有するためのコスト総額である。LCCには，開発・取得・運
用・支援コストおよび廃棄コストなどが含まれる。契約締結，調達先の選択，
デザイン代替案間での選択などを目的とする見積り LCCは，『関連コスト』の
検討に利用される。」そしてアメリカ陸軍における LCCは，予算執行との関連
性も考慮されるので，以下に示す「資金提供する要素（Funded Eiements）」と
いう表現が使用されている。１１）
 研究・開発・試験・評価に資金提供する原価要素。
 調達に資金提供する要素：主要任務用装備品とその支援物を購入する費
用。
 軍事用構築物に資金提供する要素：システムに固有の建設に関するすべて
の費用。
 軍関係者直接人件費に資金提供する要素：システムの開発・生産・配備・
運用および支援などに関係する軍関係者費用。
 運用および支援に資金提供する要素：システムの開発・生産・戦闘配置・
操作および支援にかかわる総費用。
 陸軍運転資本資金（Army Working Capital Fund）要素：戦争準備金コスト。
マテリアル・システム（兵器システム）の再供給ができるまでのシステム運
用および支援に必要なコスト。
第３節 ワーク・ブレークダウン構造
（Work Breakdown Structure : WBS 作業明細構造）
製品指向型の系統図であるワーク・ブレークダウン構造は，ライフサイク
ル・コスト・モデルの一部を構成する。これは，製品のエンジニアリング・デ
ータを会計構造に転換するための方法として，あるいは，調達する政府のプロ
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グラム構造，予算構造あるいは会計構造として利用される。
政府プログラムの目標を明確化するための枠組を与えるプログラムWBSと
契約企業の責任である成果物に関するすべての要素を含む契約WBSがある。
契約WBSは，政府の指示および契約作業記述書に従って，政府が承認する報
告目的のためにも利用される。１２）
第４節 デザイン・ツー・コスト（Design To Cost : DTC）
実行可能でコスト効果的な兵器システムは，コスト，性能，スケジュールお
よび支援性目標などが最適に均衡することにより達成される。デザイン・ツ
ー・コストは，この目標を達成する取得マネジメントにおけるコスト・コント
ロール方法である。この概念におけるコストは，デザイン・パラメータとし
て，性能パラメータ（スピード，範囲，効果性など）と同じ目的のために確立
される。コストは，システム開発プロセスの一部として提示されるデザイン要
件である。
デザイン段階で製造コスト，運用コストおよび支援コストの未来コストを提
示するために政府側において次の点が考慮される。
 性能，支援性およびスケジュールの重要性に等しいデザイン規準としての
コストの確立。
 契約企業にデザインに合わせて調整する自由裁量を与え，政府の利益を保
護する。
 契約企業と政府の両者に監査可能な DTCターゲットの定義。
 DTCターゲットの達成に向けた契約企業の進捗が，形式的に評価され，
記録され，報告される手段の構築。
 DTCターゲットを達成する契約企業の動機づけ。
他方，契約企業は，政府の DTCプログラム目標に適合するコスト方法論を
利用して，コスト分析を遂行しなければならない。契約企業は，信頼性と保
全性，統合ロジスティクス支援，ロジスティクス支援分析，修理レベル
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分析，保全エンジニアリング分析などの関連する活動から，政府データへの
アクセスを要請し，契約業務を遂行する。１３）
第５節 ライフサイクル・コストの見積り－パラメトリック法－
コスト見積り方法の一つにパラメトリック法がある。この方法は，対象とす
る品目の性能あるいは物理的特性とコストの関係を分析し，コストを見積る方
法である。その中心となるのが，コスト見積り関係（Cost Estimation Relationship :
CER）である。CERとは，１つあるいはそれ以上のコスト発生変数の関数と
してコストを示す，複合性の多様な度合いを表現する数式である。これは，コ
スト分析者による見積りにおいて利用される方法であり，見積りプロセスにお
いて利用することができる。CERの開発プロセスは，次のように理解される。
CERの利用を通して見積りプロセスを改善する機会の識別 データの
収集 データの評価 データの調整 CERの数学形式を仮定してテス
トする 数学的に CERをモデル化する CERが，仮定される論理的な統
計関係に基づいて組立てられるデータベースから構築されており，承認可能な
評価基準内であるとき，CERを適用する 	CERは，コストを予測するため
に，あるいは他の見積り技法を利用して開発される見積りを再確認するために
利用される 
CERを承認する。この承認には，契約企業が，効果的な方針
と手続きを有し，利用されるデータが信用できて，CERが論理的で，そして
CER関係が優れていることの保証も含まれる。
運用コストおよび支援コストの見積りは，特定の条件に基づく防衛システム
により発生するコストに焦点を当てる。コスト分析は，歴史的原価を考慮しな
ければならない。１４）
第６節 修理分析の水準（Level of Repair Analysis : LORA）
修理分析の水準は，経済的および非経済的考慮事項を評価して，最も効果的
な修理および支援構造を決定することである。このプログラムは，ロジスティ
２５６ 松山大学論集 第２１巻 第５号
クス支援分析の一部分を構成するものであり，修理分析の水準に関する意思決
定は，システムなどのロジスティクス支援コスト，所有のトータル・ライフサ
イクル・コストに影響を及ぼす。
たとえば，システム・コンポーネントのデザインにおいて，故障のさいに，
コンポーネントを「修理できる」ようにデザインするべきか，あるいは「処分
できる」ようにデザインするべきかという問題があるとする。修理できるよう
にデザインするならば，保全のいかなるレベルで修理を達成するべきかについ
て意思決定しなければならない。このような問題を取り扱う分野が，修理分析
の水準である。分析プロセスは，運用コストおよび支援コストに関係する重要
な問題も検討することになる。１５）
第３章 ライフサイクル・コスティングの方法
－アメリカ軍の方法を中心として－
ここでは，アメリカ海軍および陸軍において実践されているライフサイク
ル・コスティングの方法を簡単に説明する。
第１節 アメリカ海軍のライフサイクル・コスティングの方法１６）
海軍のライフサイクル・コスティングは，以下の手順に従って遂行される。
 目標の決定：ライフサイクル・コスト見積りのニーズを分析し，公式化
し，そして決定する。
 仮定の定義：見積りプロセスに影響を及ぼす仮定の識別および採択。
 コスト・エレメントの選択：見積られるコスト・エレメントの一覧表を開
発する。
 コスト見積り関係の選択：コスト・エレメント構造の各エレメントについ
てのコスト見積りを開発する。
 必要となる各種のデータを収集する。
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プログラムのコスト総額（取得プログラムの予算)
軍事能力の
ニーズの評価
概念の洗練
コスト
技術開発
コスト
システム開発・実証
コスト
製造・配備
コスト
運用・支援
コスト
予算活動 予算活動 予算活動 予算活動 予算活動 予算活動
政府関連機関による財政支出の承認
計算対象となるコスト要素とその計算構造
ライフサイクルコスト分析と
マテリアル・システム（兵器システム)・コスト見積りモデル
軍のレベル（PPBES : Planning, Programming, Budgeting and Execution System)
予算プログラム活動コードとワーク・ブレークダウン構造
国防総省予算制度
（PPBS : Planning, Programming and Budgeting System）
① ② ③ ④ ⑤ ⑥
『プログラム
取得モデル：
5000モデル』
 必要なデータが収集され，評価された後，関連するコスト見積り関係式を
利用することによってエレメント・コストの見積りを得る。
 感度分析とトレードオフ分析の遂行：感度分析は，運用コストおよび保全
コストに影響を及ぼすコスト・ドライバーの変更に関係する。トレードオフ
分析は，見積りトータル・コスト，技術的リスク，便益および運用上の効果
性などに関して提案される代替システムや装備品のコンフィギュレーション
を評価するために利用される。
 コスト見積り結果の提示：分析から得られる結果を適切に文書化する。
第２節 アメリカ陸軍のライフサイクル・コスティングの方法
ここでは，アメリカ陸軍が実践する「ライフサイクル・コスト分析」を研究
図２ アメリカ国防総省ライフサイクル・コスティング研究の枠組み
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し，ライフサイクル・コスティングにおける方法論の特質を明らかにする。次
に，ライフサイクル・コスティングの重要な機能の一つは，予算編成とその執
行目的のための見積りライフサイクル・コスト情報を提供することにあるの
で，その関係を図２の枠組みにおいて明らかにする。この枠組みにおける国防
総省の予算制度とライフサイクル・コスティングの関係は，７つの階層の関係
性を分析することによって明らかになるのである。
１ ライフサイクル・コスト分析のプロセス
ライフサイクル・コスト分析および見積りの目的は，プログラムおよびシス
テムに関連する諸資源要求を金額に換算し，さらに予算要求に換算することに
ある。アメリカ陸軍の実践する分析プロセスは，以下である。１７）
 定義・基本原則・仮定・制約事項などの設定。
マテリアル・システムの開発担当者は，「コスト分析要求事項説明書」を
作成する。その分析の基盤を設定する。
 コスト要素構造および作業明細構造（Work Breakdown Structure））の開発。
マテリアル・システムには，システム別原価要素別にコストを分類するコ
スト要素構造と，製品指向型の系統図であり，エンジニアリング・データを
会計構造に転換する方法である作業明細構造がある。両者を組み合わせ，適
切なコスト構造を構築し，二重計算を回避する。
 データベース，コスト・モデル，コスト見積関係式などの構築
コスト・技術・プログラム情報などのデータは，過去の契約業者原価報告
書と見積りデータ，政府契約書，コスト・技術データ，査定コスト調査など
の形式をとる。
 各要素について，コスト見積りを行う。
類推コスト見積り法，パラメトリック見積り法などを使用して，各コスト
要素を見積る。
 コスト見積り総額の検査。
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主要ミッション装備（PME : Prime Mission Equipment)
X
Z
Y
X：TIME期間（財政年度)
コスト要素構造（CES : Cost Element Structure) Cell　　CES　Y,　PME　Z,　TIME　X
WBS（Work Breakdown Structure)
ライフサイクル・コスト
の構造
ライフサイクル・
コストの構造
WBS PPBS
（予算制度：PPBS）
使用されるコスト見積方法および重要な基本原則と仮定事項などについ
て，重要な原価要素を検査し，コスト・リスク評価と感度分析などを行い，
その合理性を検査する。
 文書の作成。以上のすべての段階の事項を文書化する。
２ マテリアル・システム（兵器システム）のライフサイクル・コスティング
ライフサイクル・コスト分析を基礎として，アメリカ陸軍のライフサイク
ル・コスティングが行われる。図３に示す三次元のマトリクスが，その基礎を
なす構成要素を示している。マトリクスは，第１の次元の原価要素，第２の次
元の主要装備品（PME：Prime Mission Equipment），第３番目の次元の時間な
どから構成されている。図４の主要装備品マトリクスは，PMEとライフサイ
クル・コスト総額を示す金額例である。図５の時系列のマトリクスは，二次元
の書式で時間，原価要素および PMEを示し，すべてのデータ要求を記入する
図３ マテリアル・システム・ライフサイクル・コスティングのマトリクス・セル
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ための基盤として役立ち，会計年度の時系列に従う期間別のマトリクスを示し
ている。なお，エンジニアリング分野のライフサイクル・コスティングでは，
信頼性に代表される製品・システムなどの物理的特性とコストの関係が分析さ
れるので，PMEの分割が重要となる。
マテリアル・システムを対象とするこのライフサイクル・コスティングの結
果については，合衆国法典１０編２４３２条と２４３３条により，文書による報告が
求められる。図６が，その様式を簡略化して示す報告書である。
コスト・エレメント構造 主要ミッション装備のブレークアウト
ライフサイクル・
コスト総額
PME１ PME２ PME３ PMEn
研究・開発・試験・評価 １０ １０ １０ １０ ４０
調達 １０ １０ １０ １０ ４０
軍事用の構築 １０ １０ １０ １０ ４０
軍関係者人件費 １０ １０ １０ １０ ４０
運用および支援 １０ １０ １０ １０ ４０
陸軍運転資本資金 １０ １０ １０ １０ ４０
総額 ６０ ６０ ６０ ６０ ２４０
コスト要素 当該年度 予算年度１ 予算年度２
ライフサイクル・
コスト総額
１．０研究・開発・試験・評価
PME１ ５ ３ ３ １１
PME２ ５ ３ ３ １１
PME３ ５ ２ ２ ９
PMEn ５ ２ ２ ９
２０ １０ １０ ４０
図４ 主要ミッション装備（Prime Mission Equipment）マトリクス
図５ 期間別のマトリクス
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第４章 国防総省予算制度におけるライフサイクル・コスティング
の機能－PPBSにおける機能を中心として－１８）
国防総省の予算制度は，１９６２年度に導入された PPBS（Planning, Programming
and Budgeting System：戦略計画・プログラム作成・予算管理システム）とそ
の発展形態である PPBES（Planning, Programming, Budgeting, and Execution
System）である。前節で説明した国防取得制度における取得プログラム予算額
は，この予算制度（PPBS）の以下のプロセスにおいて編成され，執行される。
 プランニング：政策目標の明確な把握とその達成に可能な代替手段の評価
および最も効果的な施策を選択するプロセス。
 プログラミング：選択した施策を実行するために必要な資源の配分に関す
る５年間の実行プログラムの作成プロセス。１９）
Ⅰ プログラム取得コストと取得数量
ａ コスト
開発（研究・開発・テスト・評価）
調達
軍事用の構築
総額（次年度の金額）
ｂ 数量
Ⅱ プログラム所得単位当たりコストの要約
（次年度の金額）
プログラム取得
コスト（次年度の総額）
数量（総数量）
単位当たりのコスト｛÷｝
Ⅲ 運用および支援コスト（マイルストーンＢとそれ以後のみ）
ａ 測定の単位当たりの平均年間コスト（マイルストーンＢで承認される要素）
ｂ 契約企業支援コスト（次年度金額）
Ⅳ コストと数量に関する情報
ａ 最初の単位当たりコスト
ｂ 数量
図６ 取得プログラムの報告書の例示
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 予算編成：多年度の実行計画を踏まえ，単年度の予算を編成するプロセス。
PPBSは，予算の執行面を含んで構築されていなかったので，プログラム実
績の評価を次の予算過程に反映するシステムとして完結していない。２００３年
に予算執行（Execution）に焦点を当てる PPBESが開発された。PPBESは，４
年間の大統領任期中の予算を対象とし，２年間の予算サイクルを持つ制度であ
る。国防総省は，偶数年のオン予算年度において２年間の予算を編成する。予
算の執行およびプログラム成果の評価は，奇数年のオフ予算年度に行われる。
PPBESのプロセスは，以下である。
 プランニング：国家安全に対する脅威の分析と脅威に備える適切な戦略を
策定する。
 プログラミング：プランニング決定，プログラミング・ガイダンスおよび
議会へのガイダンスなどが，資源の詳細な配分へと転換される。
 予算編成と承認：遂行されるプログラムの価格決定および全体能力の詳細
なレビューのための基礎を提供する。
 予算の執行と成果の精査：予算に対する実際結果と予測結果の監視と報
告。
特に，軍レベルでの予算の執行段階の導入によって国防総省は，予算の強調
点を割当権限から責任権限へと移行させ，プログラムの成果および結果を強調
した。PPBESは，１９９７年の政府成果および結果法（Government Performance and
Results Act）の要求する成果予算管理（Performance Budgeting）にも関係する。
予算額と並んで成果情報を提示する成果予算管理をすれば，プログラム結果の
資金支出選択に焦点を当てることになり，予算意思決定を改善することにつな
がる。
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第５章 国防総省と生産契約をする企業のライフサイクル・コス
ティング２０）
ここでは，国防総省と契約企業との間において機能するライフサイクル・コ
スティングにおけるライフサイクル・コスト分析の基本的な特質を明らかにす
る。
製品あるいはシステムのライフサイクルにおいて発生するライフサイクル・
コストは，政府などの行政機関が当該システムを取得し，所有するためのコス
ト総額である。ライフサイクル・コストは，開発コスト，取得コスト，支援コ
スト，廃棄コストなどを含んでいる。調達側のライフサイクル・コスティング
は，これらライフサイクル・コストを計算の対象とするのである。他方，政府
と契約する企業は，納入する製品あるいはシステムについて，以下のプロセス
でライフサイクル・コスト分析を行う。２１）
１ 機能の観点から評価されるシステムの構成（コンフィギュレーション）を
記述し，そのシステムについて適切な技術的性能測定値（TPM：Technical
Performance Measures）または適切な「測定基準」を確認する。
２ システムのライフサイクルを記述し，各段階（システム設計と開発，構築
と製造，利用，保守と支援，廃棄と処分など）における主な活動を確認する。
３ ライフサイクルを通してすべての活動および作業パッケージを含む作業明
細構成（WBS：Work Breakdown Structure）またはコスト明細構成（CBS：Cost
Breakdown Structure）を作成する。
４ 活動基準原価計算（ABC）あるいは同等の手法などを用いてWBS（また
は CBS）におけるカテゴリーについてコストを見積る。
５ ライフサイクル・コスト分析プロセスを促進するためにコンピュータ利用
モデルを開発する。ここで，ライフサイクル・コスト・モデルが開発される。
６ 評価される「基準（ベースライン）」システム構成について，コスト・プ
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ロフィールを開発する。
７ 高いコスト要因（高いコスト・ドライバー）を確認し，コスト要覧を開発
する。
８ 原価発生の「因果」関係を突き止め，高いコスト領域の原因を確認する。
９ インプット要素が分析結果に及ぼす効果を突き止めるために感度分析を実
行し，高いリスク領域を確認する。
１０ 相対的な重要性の観点から高いコスト領域の順位づけを行うパレート図を
作成し，マネジメントに早期の注意を要求する。
１１ 実行可能な代替案（改善が可能な領域）を確認し，それぞれについてライ
フサイクル・コスト・プロフィールを作成し，ある代替案の選好の時点を示
す損益分岐点分析を行う。
１２ 好ましいアプローチを勧告し，システムの修正および改善計画を作成する
（これには装備品またはソフトウェアの修正，施設の変更，あるいはプロセ
スの変更などを伴うかもしれない）。これは絶え間ないプロセス改善のため
の反復継続アプローチを構成する。
お わ り に
本稿で検討したアメリカ国防総省調達・取得制度のライフサイクル・コス
ティングは，『ライフサイクル・コスト調達・取得制度』の名称である。この
調達・取得方法としてのライフサイクル・コスティングのコスト分析および計
算の機能は強化され，現在では，国防総省の開発したシステムズ・エンジニア
リングと統合されている。また，国防総省の管理会計には，戦略計画・プログ
ラム作成・予算管理システムの PPBS（Planning, Programming and Budgeting
System，その発展形態である PPBES：Planning, Programming, Budgeting, and
Execution System），国防取得システム（DAS : Defense Acquisition System），契
約企業予算管理システム（EVM : Earned Value Management），軍事能力の統合
能力開発システム（JCIDS : Joint Capabilities Integration Development System）な
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どがあり，ライフサイクル・コスティングは，これらのシステムにおいて多様
な機能を遂行している。
特に，ライフサイクル・コスティングは予算制度（PPBS）に組み込まれ，
取得制度において見積りライフサイクル・コスト予算の提供という機能を遂行
している。このシステムの機能を単なるライフサイクル・コスト管理の視点で
理解するだけでなく，予算権限に関するシビリアン・マネジメントの視点で研
究すれば，ライフサイクル・コスティング研究は，会計分野における研究であ
ると主張することが出来る。予算管理におけるライフサイクル・コスティング
の構造と機能をより明確に理解することが出来るのである。また，契約企業予
算管理システム（Earned Value Management）におけるライフサイクル・コス
ティングの機能の研究に関連づければ，民間企業の管理会計の研究にも貢献す
ることができる。２２）これらが今後の研究課題である。
次に，アメリカ陸軍のライフサイクル・コスト分析およびライフサイクル・
コスティングは，マテリアル・システム（兵器システム）を対象とするもので
ある。本稿は，この方法論の特質が，三次元のマトリクスから構成されている
点を明らかにした。
最後に，わが国のライフサイクル・コスティング研究の系譜の一つは，テロ
テクノロジーを起点とする研究にある。本稿で議論したライフサイクル・コス
ティングは，国防総省と防衛産業との間で実践される。この型のライフサイク
ル・コスティングは，わが国においては実践されていない。最近の動きとして
は，防衛省におけるライフサイクル・コスト・マネジメントの取り組みを指摘
することができる。しかしながら，取得制度におけるライフサイクル・コス
ティングという国防総省モデルへと深化させ，制度として機能させるには，ま
だ多くの課題が存在する。今後の研究と展開が期待される。２３）
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